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百貨店法制定に関する研究

AStudy　on 　Department　Store　Law 　Enactment

　 城 田　吉孝

Yc）shitaka　SHIROTA

　　戦後 の 流通政策を代表する大規模小売店舗法が 2000年 （平成12年 ＞6月 に廃止され，大規模小

売店舗立地法が施行され て い る．大規模小売店舗立地法は い わゆる 「まちづ くり 3 法 」の
一

翼を担 っ

て い る．現代 の 流通 政策 を考 える場合に，流通 政策 の 原 型 とも言 うべ き昭和初期 の 第 1次百貨店法

と1956年 （昭和 31年 ）の 第 2次百貨店法 の制定経過 とそ の 意義を流通調整政策の 視点 か ら考察する．

　　After　the　lILarge −scale 　Retail　Store　Act，

11

　which 　represented 　the　distribution　policy　of　the　Japanese
government 　after 　the　Second　Wbrld　Wa 耳was 　abolished 　in　2000，　the　new 　law　called　the　l「Large−scale　Retail

Store　Location　Act”has　been　enacted ．　This　law　forms　a　part　of　the　I「
three　acts　of　town　refurbishing ．

鬮「In

this　paper　the　writer 　focuses　on 　the　enactment 　processes　of　the ”First　Department　Store　Act，T
’
which 　is

said 　to　be　the 　origin 　of 　distribution　policies　in　the　early 　192αs
，
　and 　the　1「Second　Department　Store　Actll　in

1956，considering 　the　importance　of　those　acts　from　the　viewpoint 　of　distribution　adjustment 　policies．

キ
ー

ワ
ー

ド ：競争政策，振興政策，調整政策，売場面積，独 占禁 止法

　　　　　 competitive 　policy，　promotion　policy，　adjustment 　policy，　sales　space ，　monopoly 　prohibition　act

ば じめに

　本 稿 は昭和初期 にお い て 小売流通政策 と し て 運 用

され た 法律 ， す な わ ち 1937 （昭 和 12）年 に 制定 された

第 1次百貨店 法 と1956 （昭和 31）年 6月に制定され た第

2次百貨店法 の そ れ ぞれ の 法律 の 制定経過 とそ の 意義

につ い て 流通調整政策 の 視点 か ら レ ビ ュ
ーする．従 っ

て ， 中小小売商業振興法や特定商業集積法な どの 振興

政策，再販制度 に関す る独 占禁止法 の 運用 ， 系列化政

策に 関わる競争政策に つ い て は別 の 機 会 に 譲 る．

　な ぜ ，昭和 初期 に 遡 る か とい え ば ， 第1次 百 貨店 法

に は現代 の 流通政 策 の 原 型 が 見 られ る か らで ある
D
．

昭和初期の 第1次百貨店法 ， 第 2次百貨店法 の 流通政策

の 過去を振 り返 る こ とは，そ の 過去 の 諸事実を正 し く

認識すれ ば，今後 の 流通問題 の 解決 に 役立 つ もの と確

信する か らで あ る．次号で は ， 百貨店法以後 ， 1973 （昭

和 48）年 10月 1 口 に 成立公布 された大規模小売店舗法

（1974（昭和49）年 3月 工 日施行 ）と調整 政策 の 転 換 と

な っ た大規 模小 売店 舗立地 法 （1998 （平成10）年 6月

3 日公布 ， 平成 12年6月 1 日施行） の 制定経過 とそ の

意義 に つ い て 考察す る こ とにする．

1 ．流通政策の 意義 と内容

　こ こ で の 流 通 政策は 商業政策を 含 む 広 い 概念 と して

用 い て い る．流通政策 は 経済政策 の 1 領域 で あ り， 経

済政策 の 中 の 個別経済政策 に 属す るもの で あ っ て，商

品 とサ
ービ ス の 社会的な移転の 過程 に 対する 公 権力の
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介入 で あ る
2｝
． こ の 流通政策は，競争政策，振興政策

（近代化政策 ）， 調整政策 に 区分で きる
3〕

．また ， （1）
一
般的流通政策 ： 流通基盤政策 ， 競争秩序政策 ， 流通

近代化政策，出店調整政策，人材育成政策， （2＞商品

別 流通政策 ： 卸売市場制度，食糧管理制度，酒類販 売

免許制度，薬局適 正 配置制度，揮発油販売業法 に も分

類で き る軌 商品別 に 多 くの 流通規制 が あ る の は， 

競争よ りも協調を尊ぶ 社会風土 がある こ と，   政府主

導 の 行政依存 の 風潮がある こ と，  圧倒的 な中小企業

の 存在 ，   ほか の 法益保護 の 結 果 として の 流通規制が

あ る こ とな どをあげる こ とが で きる
5）
．こ こ で は，3

区分に した が っ て ， そ の 内容をま とめる と次 の よ うに

なる
6｝

．

（1 ）競争政策 とは ， 小売段 階 で 公 正 か つ 自由な競争

を維持 ・促進す るた め に ， 競争 制限的な行為 を排除す

る 政策 で あ る．こ の 政策 に は 独 占禁 止 法 が 主 に 関わ る．

例えば，大規模小売商同志 の 合 併，メ
ー

カ
ー

に よるテ

リ トリ
ー制，再販売価格維持 制の 流通系列 化政策，納

入 業者 に 対す る優 越的地 位 の 濫用，不正競 争防止法，

不当表示 な どで あ る．

（2 ）振興政策 と は ， 近代化政策 とも呼 ばれ る．中小

小売商 の 体力を強化 し，体質 を改善向上 させ て ，競争

力を増大させ る政策で ある．主な法律は 中小小売商業

振興法 ， 特定商業集積法，中心市 街地活性 化法 で ある．

中小小売商業振興法は 1973 （昭和48）年大店法の制定

と同時 に 制定され た．こ の 法律 は ，中小商業者が商店

街 の 整備 （ア
ー

ケ
ー

ド， 街路灯 ， 店舗 の 改装 ）， 店舗

の 共同化 （店舗集 団化事業 ）等 の 事業 の 実施 を円滑 に

し ， 中小小売商業者 の 経営の 近代化を促進する こ と等

によ り，中小小売商業 の 振興 を図 り，もっ て 国民経済

の 健全な発展 に 寄与する こ とを目的と して い る．

　特定商業集積法 は，大規模小売店舗法が 1991（平成 3）

年に 抜本 的 に 改正 され た とき に 制定 され た ．こ の 基本

的枠組み は，通産省，建設省，自治省 の 3省庁 に よる

基本指針 に 基 づき支援され る ．高度商業集積型 （延床

面積 30
，
000  以上，承認状 況 は山 口 県下松 市と13件 ）

と地域商業活性化型 （延床面積 2500  以上 ， 同新潟県

小出町他 38件 ），1†1心市街地活性化型 （12，
000  以上，新

潟県柏崎市で 基本構想が承認済み ）に 区分 され る．特

定商業集積 とは，商業施設 （店 舗等 ）と商業基盤施設

（コ ミ ュ ニ テ ィ ホール ， イ ベ ン ト広場等 ）とが
一

体的

に整備 され た 複合体 で あ る．商業 施設 に入居する 場合，

中小小売 商 に は巨額 の 建設資金 の 負担や テ ナ ン ト料が

重 くの しか か り経営的に もリス ク が ともな うため ， 消

極的 で ある．こ の 法律 は2006 （平成 18）年 6月7円廃止

され て い る （平成 18年6月 7日号外法律第54号施 行平成

18年8月 22日．http：〃hourei．ndl．go．jp／SearchSys／（2006年

12月 2ユ日ア クセ ス ）．

「中心市街地 に おける市街地 の 整備改 善及び商業等 の

活性 化 の
一

体 的推 進 に 関す る 法律」 （以 下 ，中心 市街

地 活性化法 とい う）は ， 大規 模小売店舗 法 の 廃止 が

1998 （平成 10）年 5月 の 通 常国会に 上 程 された の に 呼

応 し て ， 7 月 に施行された．中心 市街地が空洞化し ，

魅力が滅少 し，都市機能 が低 下 し た中心市街地 の 活性

化に取 り組む市町村を強力に 支援するた め に制定 され

た．市町村 の 役割 の 重視 と市街地 の 整備改善と商業等

の 活性化 の
一

体的推進が特徴で ある．大店法の 廃止 に

反対 し て い た 中小小売商業団体をなだ めるため の ア メ

の 色 彩 が 濃 い とい わ れ て い る．

（3 ）調整政策 と は ， 大規模小売商と 中小小売商とが

全 く自由な （全 く同
一

条 件 で ）競 争 をす る と，大 規

模小売商が 中小小売商を窮地 に 陥れ る恐れが ある．こ

の 調整 政策 は，大規模小売商 の
一

定 の 事業活動 （店舗

面積 ， 閉店時刻 ， 休業日 な ど ）を規制 し て ， 小売商業

全体 の 正 常な発達 を図 る こ とを 目的 と し た 政策 で あ る

が ， 中小 商業に 対す る保護的な色彩 が濃 い．こ れ に は，

大規模 小売店舗法 が 関わ っ て い る．こ の 流通調整政策

は 90年代に 入 っ て ， 大規模小売店舗法 の緩和が進 め ら

れ，中小小売商業振興法の 改正 などに よっ て 振興政策

が 図られて い た．しか し な が ら， 振興政策の成果が現

れる こ とな く，大規模小売店 舗法 の 規制緩和 に よる大

型 店設置に ともな い ， 周辺住民 か ら交通 渋滞 ， 騒音な

どの 苦情 が 指摘 され るよ うにな っ た． こ うした環境か

ら， 2000（平成ユ2）年6月 1目に 大規模小売店舗法が廃

止 され 大店立地法が施行 され た こ と，中小小売業 の 事

業 活 動 の 確保 か らもそ の 有効 性 が 低 下 し た こ とな ど に

よ り， 振興政策 と調整政策は 「まちづ くり 」とい う方

向 に 転換す る．そ れが い わゆ る 「まちづ くり 3 法 」 で

ある．中心市街地活性化法，大店立地法，改正 都市計

薗法がそれ で ある．主な 目的 ・特徴 を示す と次の 通 り

で ある
η
．

　中心市街地 活性化法 は振 興政策の と こ ろ で 述 べ た

よ うに，1998 （平成 10） 年 7月施行 され，日的 は 大 型

店舗の郊外出店な どで 駅前な どの 中心地 の 空洞化が進

ん で い る 中心 市街地 の 活性 化を は か る こ とで あ る．特

徴は関係 8府省 庁 に よ り，「市街 地 の 整備改 善 」，「商
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業等 の 活性化 」 を柱 とす る総合的 ・一体的な対策が実

施 され る．市町村が独 白に 「中心 市街地活性化基本計

画1 を策定 し，国が認 定 する．また，地域 に お い て

TMO （タ ウ ン
・
マ ネ

ー
ジ メ ン ト

・
オ

ー
ガ ナイゼ

ー
シ ョ

ン ）を設立 し ，
「基本計画」 に沿 っ た事業計画の 策定 ，

実施を行 うこ とが で きる．

　大店 立地 法は2000 （平成 12）年6月 に施 行され，大

型店立地 に際し て ， 周辺住民 の 生活環境 （交通 ， 騒音 ，

廃棄物な ど ）へ の 影響 に配慮 し，社会的な規 制を実施

する こ とを目的とする．特徴は対象 とな る の は 1000 

超 の 大型店．地方 自治体が個別 ケ
ー

ス ご とに地域 の 実

情に 応 じ た運用を行 うこ とが で きる．調整対象事項は ，

交通渋滞，駐車 ・駐輪 ，騒音，廃棄物な ど の 地域社会

との 調和
・地 域 づ く りに 関する事項で あ る．

　改正 都市計画法 は 1998 （平 成 10） 年 11月施 行 され，

目的 は市町村が そ の 総意の もと地域 の 住民 の 意向を踏

まえて ， 地域の実情に 応 じ たまちづ くりを推進する こ

とが で きる こ とで あ る．特徴 は特別用途地区等の ゾー

ニ ン グ的手法 に よ り， 大型 店 の 出店 の 可否 に っ い て

判断する．法令によ り定め られた特定用途地区 の 種類

（11種類 ）の 限定 を廃止 し た こ とで あ る．し か し ， 現

在そ の 成 果 が 現れ て い な い こ ともあ っ て 都市計画法 ，

中心 市街地 活 性 化 法 の 見直し が迫 られ て い る．

E ．流通政策略史

　わが 国 に おけ る商業政策 を眺 め て み る
8）．商業政策

の 源流は 1918 （大正 7）年 の 公設小 売市場 とい われ て

い る．明治末 期か らの 生鮮食料品 の 流通機構 の 改善 と

して ， 公設の 卸売市場 と小売市場の 開設が検討された．

公設小売市場 の 充実 は卸売市場 の 整 備を促進 し，1923

（大正 12） 年中央卸売市場法が公布 ・施行 された．昭和

期 に 入 っ て ，1927 （昭和 2） 年 の 金融恐 慌，1929 （昭

和 4）年の 世界大恐慌に よ っ て わが国も昭和恐慌に陥 っ

た．中小小売商 を救済 す るため1932 （昭和 7）年に 商

業組合法が 公布 ・制定され ， 商店街商業組合 とい う異

業種組合 も結成 され た．1936 （昭和 ll）年に 中小企業

向けに 商工 組合中央金庫が設立 され た．こ れ らは 小

売商業者 に対する最初 の 振興策 で あ っ た．1923 （大正

12）年9月 1 口の 関東大震災 に よ り， 百貨店が 大衆化

した こ とや百貨店 の 増加 に よ り中小小売商 の 経営が 困

難 と な り 社会問題 と な っ た ．そ の 結果，第 ユ次 百 貨店

法が成 立する こ とに な っ た．そ の 後 ， 第1次 百貨店法

は 1947 （昭 和 22）年に 廃 止 され た．百 貨店 を 1，50e  

（指定都市で は 3，000  ）以 上 と定義し た こ と， 1956（昭

和 31）年第2次 百貨店法，1973 （昭和48）年公 布の 大

規摸小売店舗法， 大店立地法 へ と続い て い る．

皿．百貨店法の 制定経過 とその 意義

　百貨店法 は ， 戦前1937（昭 和12）年に成立 し た百貨

店法 を第 1次百貨店法 ， 戦後1956（昭和31）年に成立 し

た 百貨店法を第2次百貨店法 と区別 し て い る．

　本稿で は，調整政策 と して の 百貨店法 の 制定経過 と

そ の 意義に つ い て考察する．流通政策に お ける調整政

策は ， 中小小売商の 事業機会を確保するた め ， 大規 模

小売業 の 事業活動 を抑制 して 調整を図 る 政策 で あ る．

しか し なが ら ， 調整政策 は中小商業者 を単に保護す る

だ けが 目的 で な い ．振興政策 の 成果 が 出て来 るま で の

時閤的経過 を稼 ぐ こ と に よ っ て，中小小売商業者の 健

全な育成 と経営 の 質的向上 を狙 っ て い る
9｝
．

1．第 1次百貨店法 の 制定経過 と意義

（1）第1次百貨店法の 制定経過

　第 1次百貨店法は ，
1937（昭和 12）年 8月 14 日公布 ，

1947（昭和22）年12月 29日廃止 された．

　第 1 次百貨店 法 の 制定 に お ける背景 は
， 第1次世 界

大戦 （1918 ： 大正 7年）に よ っ て 輸出が増加 し重工 業

が盛 に な っ て い たが，戦後 たちまち過剰生産 に 陥 っ た．

192  （大 正 9）年は好 況 の 反動による不 況 と， 1923（大

正 12）年 の 関東大震災 に よ り被害 を受 け経済 は 悪化 し

た．1927（昭和2）年に金融恐慌 ， 1929（昭和 4）年の 世

界恐慌 は 日本 に も波及 し た．1931（昭和 6）年は為替相

場 の 安定と輸出の 拡大に よる国内産業 の 活性化 の ため

に 金 の 輸 出禁止 を解除 し た （金解禁）が，翌年31年 に

金輸 出再禁 止 が 実施 され た．金 輸 出再禁 止 で 輸出 が 厳

し くな っ た こ とか ら，大企業 は労働強化 ・低賃金労働 ，

合理 化 と生 産性 向上 に よる 低 価格 に よ っ て 輸出を増 加

し た．合理化 に よ り失業 し た労働 者は農村に 戻 らず ，

逆に 農村か ら都会に 移動 し た ．そ の た め 都会は 過剰労

働の状況で あ っ た．そ の 労働力を吸収 し て い た の が商

業やサ
ービ ス 業で あ っ た

1ω
．

　こ の ような社会背景 に あ っ て ， 中小商 工 業者の 窮状

救済，中小商工 業者の 没落は社会不安をきたす こ と，

関東大 震災 に よ っ て 百貨店 も生活必需品 を扱 うよ うに

な り中小小売商を圧迫する よ うにな っ た こ とか ら百貨

店 の 事 業活動 を 規制 し営業活 動を 自制す る こ とに よ り

百貨店の 競争手段を抑え中小小売商の 活動を保護する

こ とを 目的 と し て 百貨店法が制定され た．

　百貨店法案を貴族院に 上程 した吉野 商 工大臣 の 提案
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理 由 （昭和12年7月27日， 第71回帝 国議会に お い て 貴

族院 に上 程 〉は ，（1 ）中小商業者 の 保護 と，（2 ）百

貨店経営の 改善 ， 合理 化及び統制 の 2点で あ る
ll ｝

．

　商業学研究 の 第1人者で あ る谷 11吉彦は，百貨店法

の 制定 に つ い て ， 世 界恐 慌 ， 百貨店 の 拡張 等に よ り

中小小売店が窮迫 し て い る の で 救済す る こ とは当然 で

あ る が ， 同 時 に 進歩 的 な 百貨店 も抑制す る か ら，小売

店救済 の 立場 か らは こ の 法案 を認 められな い と し て い

る．また ， 百貨店の 擁護 の 立場は消費者の 利便を害す

る し ， 消費者保護立場を徹底すれば ， 百貨店 も中小小

売店も完全な 自由競争 の 状態を要求する ．それ故，国

民経済の 立場か ら ，
モ ノ の 社会的存在 の 根拠 は そ の モ

ノ の 社会的機能に ある と主張 され ，こ の 立場か ら百貨

店法 の 必要性を容認され て い る
12）
．こ の 社会的機能 の

考 え方 は ， 時代 が い か に変化 して も社会的に必要 なも

の は 必ず残 る し，国民 経済 シ ス テ ム と し て 組 み 込 まれ ，

消費者に受け入れ られ る．逆 に消費者や 生 活者 か ら必

要で な い モ ノ や組織は消滅す る．とすれ ば ， こ の 考え

方 は普遍的 で はない か と考 える．

（2 ）第1次百 貨店法 の 内容 と意義

　第 1次百貨店 法は全 27条か らな っ て い る．第 1条で は

百貨 店 の 定義を し て い る．百貨店 とは 同
一

の 店舗 に お

い て ，売場面積 を有 し衣食住 に 関する多種類 の 商品 の

小売業を営む 者を言 うと して い る ，多種類 の 商 品 とは，

衣服 ， 同用 品，同付属品類 ， 食料品類， 住居用 品， 貴

金属 ，工芸品 ， 文房具，玩具，化粧品，図書そ の 他類

に 属せ ざ る雑貨類の小売業を営む もの を言 う．第2条

で は，売場面積を規定 して い る．売場面積 は 百貨店法

施 行規則第 1条 に お い て ， 売場面積は 商工 大 臣 の 指定

する 区域に お い て は 3000  以 上 ，そ の 他 の 区域にお い

て は 1500  以上 と規定 して い る．

　 こ う し て ， 第1次百 貨店法 の 活用 に よ り小売商問題

を調整 し て きた．と こ ろ が ，1947 （昭 和 22）年 に 「私

的独 占の 禁止及び公正 取 引 の 確保に関する法律 」 （独

占禁 止法）が制定 され，百貨店法 は 独 占禁止法 の 精神

に合致し て い る か ら独自の 存在理 由を失い ， 百貨店営

業 の 自由競争が促進 し 消費 者 に 利益 をもた らすか ら廃

止する と判断された．

2 ．第2次百 貨店法 の 成立 経 過 と そ の 特徴

（1）第2次百貨店法 の成立 経過

　第 2次百貨店法は 1956（昭和 31）年5月 23日成立公布，

1956 （昭和 31）年 6月 16日施 行 され ，
1974 （昭和 49）年

2月 28日 に 大規模小売店舗法に 変更 され た．

　 まず，第2次百貨店法 の 成 立経過 をま とめる と次 の

よ うになる
13）
．

　終戦か ら昭和22年代 の 前半，わが国 の 経済は生産 の

低 下 ， 悪性イ ン フ レ に よ り商業活動は 乏 し か っ た が ，

後半 に は朝鮮動乱 に より経済は復興 し つ つ あ り，物資

統制 の 撤廃に よ り商業 は 活発化 して き た．百 貨店 の 新

設 に つ い て は 1948 （昭和23）年に おける百貨店の 店舗

数116店，販売高272億円 で あ っ た が ，1953 （昭和 28）

年に は 同店舗数158店 ， 同販売高1，776億円 と増加を し

た．1952 （昭和 27）年 の 小売商店数108万店，小 売商

従業員231万 人が ，
1954 （昭和29）年に は 同商店数119

万店 （10．1％），小売従 業者数272万人 （17．7％） と不

況に もか か わ らず高 い 伸び率を示 して い る．

　 こ うし た 状況 の 中で ， 百貨店 と中小小売商間 の 競争

が激 し くな り，中小小売業者 か ら百貨店 の 新増設 ， 休

業 口， 営業時 聞 に規 制が 必要 で あ る と要求 され て き

た．百貨店 柑互閤の 競争に お い て も， 百貨店の仕入 れ

先に対する手伝店員派遣，不当返 品等 の 不公正な要請

が問題化 し，一
部 の 問屋か ら公正取引委員会 に 苦情が

申し込まれ た．百貨店 と仕入先問屋 との 問題 に つ い て

は，公正取 引委 員会は ，
1954 （昭和29）年 12．月不当返

品，不 当値 引 き，不 当委託販売，不 当 な 派遣店員等 8

項 目に つ い て 独 占禁止法 に 基づ く特殊指定を行 っ た．

　独 占禁 止法 に お い て 商業活動 を規定する こ とには無

理 があ る．百貨店は 中小小売商 と補完・共存 し ， 縦の

納入業者 と相互 依 存・
共存 し て ゆ く うえに お い て 公 正

・
明朗な商法 を確立 ・展開し て ゆくこ とは 不可欠の要件

で あ り，企業 の 社会性 の 責務 で もあ っ て ，独 占禁止法

の 取引活動に関する 諸規定 は そ の 場合に お ける規範的

意味を持つ もの で ある．

独 占禁止法に もとつ く特殊指定後も ， 中小商業者に よ

る百貨店法制定運動は継続 され，政党 もこ の 動 きに関

心 を 持 ち始 め た．

　中小小売商業者 の 百貨店 に 対す る営業活動 の 規制要

請 か ら，1955 （昭 和30） 年社会党，民 主党 か ら百貨店

法案が 国会に提出 された．政府 も商業部会で 検討 し，

1956（昭和31）年 に 百貨府法案が政府 に よ り国会 に 提

出 された．第 2次百貨店法 （以 下百貨店法 ） の 提 案理

由 と して ， 第 24回 国会 商 工 委員会 （昭和31年3月 3 日）

に おい て 通 商産業大臣石橋湛 山は 次 の よ うに 説 明 して

い る
14］
．

　百貨店業 の 間 に は，店舗 の 新設，拡張，営業時 間 の

延 長等 に よ り， 無制限に 事業活動の 拡 大傾向に あ り，
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百貨店 法制 定に 関す る 研究

販売方法 に お い て も競争が激甚 して い る．こ の 百貨店

業者 の 競争は，小売業 の 過当競争 を誘発し，中小商業

者 の 事業活動を 圧 迫 し ， わ が 国の 商業 の 正 常 な 発達 を

阻む恐れがあ る．こ の ような状況に お い て ， 中小商業

の 健全な発達を期するた めには ，中小商業者の 組織化

とそ の サービス の改苒等の健全化 とを促進 し ． 中小商

業者 自身が経 営努力す る こ とが 要求 される．百貨店業

の 急激な進出は ， 中小商業者の健全なる発達を図る余

地 を失 う危険 がある．こ れ はわが国 の 労働人 口 等 の 実

情か ら見逃せ な い 問題 で ある，また ， 百貨店業が 一一般

消費者に 与える便益 を尊重す る と同時 に ，百貨店業 の

事業活動 の 無制限 の 拡大 を規制 し，こ れ に よ っ て 中小

規模商業者に 適当な事業活動 の機会 を確保す る こ とが

必 要で ある と述べ て い る．

（2 ）第 2次百 貨店法 の 内容 と特徴

　 こ の 法律は 全5章24条で 構成され ， 第1次百貨店法を

ほ ぼ踏襲 し て い る．第 1条で は，百貨店 業 の 事業 活動

を調整する こ とに よ り ， 中小商業の 事業活動 の 機会 を

確保 し商業の 正 常な発達を図 り，以 っ て 国民経済 の 健

全な進展に資す る こ とを目的 とする ， と定 め て い る．

　第 2条で は ， 百貨店 業の 定義を して い る．こ の 法律

で 百 貨店 業 と は ， 物品 販 売業 （物 品加 工 修 理 業 も含

む），同
・・一

の 店 舗で床 面積 の 合計が 6大都 市では3，000

  以 上 ， そ の他 の 都市で は 1，500  以 上 の もの を百 貨

店業 とす る，と定義 して い る．そ の 他，新規開業 の 店

舗新設， 増床 に は 通産大 臣の 許可．百貨店審議会 ， 店

舗所 在 の 商 工 会議所 の 意見，閉店時刻，休業 日数，百

貨店業者 の 出張販売 ， 顧客送迎等そ の 他の営業に 関す

る行為 に つ い て 必要な勧 告 が で きる．合併，許可 の 取

り消し，報告の徴収 ， 聴聞 ， 異議の 申し立 て ，罰則 に

関 し，所要 の 規 定を設 け て い る （本稿末 の 資料 1 第2

次百貨店法 の 概要を参照）．

　第 2次百貨店法 と第 1次百 貨店法 の 特徴を比較する と

次の よ うに な っ て い る
15）

．

（1）百貨店業 は，第 2条 で 物品販売業 （物品加工 修理業 ）

を営む もの で あ り， 同一の 店舗で売場面積の合計が6

大都市で は 3，
000  以上，そ の 他の 都市で は／

，
50    以

上 の もの を百貨店業とする と定義 し て い る．こ の よ う

に第2次百貨店法 で は，第 1次百貨店法 に お ける建物主

義 と さ れ て い た が ， 第 2次 百貨店 法 で は 企業単位 と さ

れ た．（2＞第 2次百貨店法は ， 第 1次百貨店法 と同様に ，

新規 開業，増設，合併な どに は 許可 あるい は認可を必

要 と し た ．許可制に つ い て は ， 第／次百貨店法 と同様

で ある．（3）閉店時刻及 び休日の 規制 ， 百貨店業 の 開

業，新増 設，合併 に は，百 貨店審議 会 （第1次百貨店

法 で は 百貨店委 員会 ）の 意見 を聞 か なけれ ばな らない

と第5条で 規 定 され て い るが ， 百貨店審議会 の 委員は

第 1次百貨店 法 と異な り，学識 経験者 と定め られ て い

る．（4）百貨店 審議会 は地元 の商工 会議所
・商工 会に

設 けられ た商業活動調整 協議会 （商調
．
協 〉の 意見 を求

め る こ とが ， 第2次百貨店法に関連する通達にお い て

定 め られ た．（5）第 1次百貨店 法で規 定され て い た百

貨店組合の 条項 が 削1徐された ．百貨店組合は取引条件

の 指導監 督 の た め に 設 け られたが ， 第2次百貨店法 で

は 独 占禁止 法に 委 ね られ た ．

　以上か ら， 第2次百貨店法 の特徴 と して ，企業単位，

地 元重視 をあげる こ とが で きる．し か し
， 第2次百貨

店法に よ り， 巾小小売商が保護され たため ， 近代化 が

遅 れた とか ，疑似百貨店 を法 の 対象外 に す る の は お か

し い とか ， 百貨店の 発展 を阻害し た反面 ， 寡占的地位

を得た とい う評価な ども考え られ る、

3 ．百貨店法か ら大規模小売店舗法

　ユ956 （昭和 31）・年 に第 2 次百貨店法 が 制定 され た．

昭和 30年代 は ス ーパ ーマ ーケ ッ トが 急速 に 成長 し た．

こ の ス
ーパ ー

マ
ー

ケ ッ トが 「疑似 百貨店 」問題 を生み

出し た．ス
ー

パ ーは店舗の 各階ご と に 別 会社の テ ナ ン

トを入れ るなど して ，企 業単位 ごとに 審査対象 に し て

い た百貨店法 の 規制の 網 を くぐる 疑似百貨店の 戦略を

展 開 し，百貨店法 に よる体制 に 影響 をもた ら した．そ

し て ， 資本の 完全 自由化をひ か えた 1973（昭和 48）年

に 第 2次百貨店法 が 廃 【Eされ，大規模 小売店舗法が制

定 された
1fi）
．

　 こ の 法律 は消費者利益 の 保護 に 配慮 しつ つ
， 大規模

小売店舗 に お ける小売業の 事業活動を調整する こ とに

より，そ の 周辺 の 中小小 売業 の 事業活動の 機会を適正

に確保 し ， 小売業の 正 常な発達を図り， もっ て 国民経

済 の 健全な進展 に 資する こ とを 日的 と して い る．大規

模小売店舗か ら周辺 の 中小小売業を保護す る こ とを狙

い として い るため，大規 模小売店舗 の 開店 R，店舗面

積 ， 閉店時刻，休業日数を調整する こ とが で き，違反

す る場 合 は営業停止 な どの 処分 を下す こ とが で きた．

さらに ， こ の 法 律は ス
ーパ ーに も法 を適用 さ せ る こ と

が狙 で あ り， 百貨店法が店舗 の 新
・
増設が許可制，企

業 ご とに 審査 され て い たが，大規模小売店舗法 で は 事

前審査付き届出制 ， 個別店舗 ：店舗建物が 対象に な っ
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た．こ の 年 ， 中小小売商業振興法も制定され振興政策

も推進 された．こ うして，
．
百貨店 もス

ーパ ー
も競争条

件が 同
一

とな っ た．

まとめ と課題

　戦後の わが国流通政策を代表する大規模小 売店舗法

が廃止 され ， 新し い 目的を持 っ た大規模小売 店舗 立 地

法 ， い わゆ る 「まちづ くり 3 法」 の
・一翼 と して 施行さ

れ お り，小売経営を巡 る環境 は ドラ ス チ ッ ク に 進行 し

て い る．こ うし た社会変化 のなか で ， わ が 国の 流通政

策 の 原点 に 立 ち返 り，小売流通政策 の 意義 を検討 し て

きた．昭和初期の 第」次百貨店法制定 の 時代 ， 昭和30

年代 の 第 2次百貨店 法 の 時代 の それ ぞれ の 背景，社会

構造は 異 な っ て い る．

　 しか し，本稿 で は ， それぞれ の 法律の 制定経過を手

繰 る こ と は で きた が そ れ を よ り社会構造や商業構造 と

関連づ け て 論及す る こ とはできなか っ た の で今後 の 課

題 と した い ．

注

1 ）百貨店 の 発展 に つ い て は，鈴 木安昭，昭和初期 の

　小売商問題，日本経済新聞社 ， 68−132 （1980）に 詳

　 し く論 述され て い る．

　　鈴木安昭 ， 日本の商業問題 ， 有斐閣 ， 173， （2001）

　 に お い て 鈴木 は百貨店法 の 成 立経過 に お い て 次 の よ

　 うに 述 べ て い る．

　　「大規模な小 売業者に 対 し て 統制を加えよ うとす

　る政策は新 し い こ とで は な い ．それ を理解する に は

　少な くとも昭和 の 初期，1920年代後半か ら30年代 に

　か けて 先進 諸国に お ける 「小売商問題 」に ま で さ

　か の ぼ る必要 が ある．第1次大戦後，特 に1929年以

　降の 世界的不況 期に ， 消費購買力の 低下す るな か

　 で ，一
方 で は百貨店等 の 大規 模小売業者 （わが 国で

　は 百貨店 の み ， 欧米 で は さらに チ ェ
ー

ン ス トア とバ

　 ラ エ テ ィ ス トア ）が急速 に 発展 し，他方 で は小 ・零

　細小売業者数が ， 行商・露天 商を含め 急増 し ， 小売

　業者 の 経 営環境 が 悪化 して．経営に困難 を生 じ，社

　会 的な問題 と して 把握 され るよ うに な っ た．それ に

　対応する政策 として 大規模小 売業者 を規制する立法

　が各国で制定 された 」．

　　筆者は こ の 稿 を読み ， ま さに ， 流通 政策の 問題 を

　解 決 し た り， 企業 の マ
ー

ケ テ ィ ン グ行動 を考察す る

　の に 古 典的 で あ る が 目新 し く感じ た．そ れ で ， 平成

　18年 6月 28 日豊橋創造大学 に 来校 され た機会 に 鈴 木

　教授と直接 ， 流通 を含め さま ざまなご示唆 を頂 い た．

2 ） E ． バ ッ ツ ァ
ー， H ．ラ ウ マ

ー，鈴木 武編 ，

　現 代 流通 の 構造 ・競争 ・政 策 ，東洋経 済新報 社 ，

　170，（1995）．

　流通政策の 概念 に つ い て は ， 城田吉孝 ， 流通政策 ，

　中部 日 本教育文化会，25−26，（1996）を参照 ．

3 ） 鈴 木 武 編 ， 現 代 の 流 通 問 題 ， 東洋経 済新報社 ，

　9−11，（1991），鈴木武は 流通 政策を ， 流通競 争 政策，

　流通振興政策，流通調整政策 の 区分に して い る ，

　　流通政策の類型 に つ い て は ， 城田吉孝 ， 流通政策 ，

　中部 日本教育文化会，28−38，（1996）を参照．

4 ）E ．バ ッ ツ ァ
ー

，
H ．ラ ウマ

ー，鈴木武編 ，前掲書，

　 173−180．

5 ） 田 島義博 ・流通経済研究所，規制緩和 ，口本放送

　出版協会 ， ／446，（1995）．

6 ）松 江 宏，大店立地法 と街 づ くり，日本 商業学会中

　部部会で の 発表資料 （2000，4．8）．

7 ） 渡 辺 達 郎 『流 通 政 策 入 門 』 中 央 経 済 社，

　17ユー172
，（2003）．

　日本経済新聞2006年 6．目18 日 （朝刊 ）

　経済産業省流通産業課 「大店立地法 の 指針見直 しの

　方向性に つ い て （案 ）

　http：／／www ．meti ．go ．jp／committee ／downloadfiles！

　g41112a30 」．pdf より2006年 8月 25日検索

8 ） 石原 武政，池尾 恭一，佐 藤善信，商業学 ， 有斐

　閣 ，217−222 ，（1994）．

9 ）渡辺達郎 ， 前掲書 ， 138．

］0） 有 沢広 巳監 修 ， 日 本 産 業 百年 史 上，目 経 新書 ，

　256，（1981）．

　　産業別人 口 を大正 9年 と昭 和5年 と比較す る （単位

　万人 〉

　　第 1次産業

　　第 2次 産業

　　第 3次産業

　　 （うち商業

　　 サ
ービ ス 業

11） 向井鹿 松，

　188−189，（1941）．

12） 中西 寅 雄編，

昭和5年

1449599879411246

大正 9年

　 　 　 5

　 　 43

　 　 237

　 　 146

　　 53）

百 貨店 の 過 去 現在 及 将来，同文舘，

　 　　 　　 　　 百 貨店 法 に 関す る研 究，同文舘 ，

51−64，（1938）年 ， に 詳 し く論述 され て い る ．

　谷 口 教授 の 百貨店法制定 の 分析 に つ い て は，城 田

吉孝 ， 第 1次百貨店法 の 制定 と廃止 に 関する研究 ，

日本消費者教育学会 中部消 費者教育論集，第 2 号
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百貨店法 制定 に 関 する 研 究

　日 本消費者教育学会中部支部 ，
44−45

，（2006，9．　30）を

　参照 の こ と，

13）通商産 業省企業局編，流通革新 下 の 小売商業一
百

　貨店法改正 の 方 向， 1−2，（1973）．

14）http：fthourei．ndl．go．jp1SearchSys／に よ り2006年 9月

　23口検 索．日本法令索 引 ， 第 024回国会商工 委員会

　eg11号昭和 31年3月 3 日神 田 博委員 長 に よ り審議経

　過 に よる．

　永井勝 次郎百貨店法案の提案理 由

　　百貨店問題は 百貨店対中小小売業者 の 問題 で な

　 く， 卸 売業者 ， メ
ー

カ
ー

， 消費者に も深 い 問題 となっ

　て い る．戦前 の 百貨店は 高級品を 中心 に 扱 っ て い た

　が，戦後は大衆商 品 も取 り扱 い 中小小売業者 と競合

　す る よ うに な っ た こ と．売 り場面積 に つ い て も，戦

　前 の 昭和 ユ3年125万 3000  で あ っ た が ， 昭和 30年4月

　139万 3000  に 増加 し た．現 在 も百 貨店 の 拡 張 二1二事

　は進み ， 放置すれば，一
般 中小業者 の 死活 問題 とな

　 り， 社会問題とし て無視で きな い と述べ て い る．こ

　 の 社会党の 法案は審 議未了 とな り，政府 が 百貨店法

　を提出 した．

15）鈴木安昭 ， 口本の 商業問題 ，有斐閣 ，
174−175

，（2001）．

　　加藤義忠， 佐々木保幸 ， 真部和義 ， 小売商業政策

　の 展開 ， 同文舘 ，52−53 ，（2006）．

　　渡辺達郎 ，前掲書 ，139− 140．

ユ6＞渡辺達郎 ， 前掲書 ，142
− 143．

資料 ： 第2次百貨店法 （概要 ）

　第 1章　総則

　第 1条 （目的） こ の 法律は百貨店業 の 事業活動を調

　整する こ と に よ り， 中小商業の事業 活 動 の機会 を確

　保 し商業 の 正常な発 達を図 り，以 っ て 国民 経済 の 健

　全 な進展 に資する こ とを目的 とする．

　第 2 条 （定義） こ の 法律 で 「百貨店業 」とは，物 品

　販売業 （物品加工修理業を含む ）で あ っ て ， こ れ を

　営むた め の 店舗 うち に ，同
一

の 店舗 で 床面積 の 合計

　が ユ，500  （都 の 特別 区お よ び地 方自治法 （昭 和22

　年法律第 67号 ）第252条 の 19第 1項 の 指定都市 の 区域

　内にお い て は，3，000  ）以上 の もの をい う．

　第 2 章　百貨店業

　第 3 条 （営業 の 許可）百貨店業を営も うとする者は ，

　通商産業大 臣の 許可を受けなければな らない ．

　第 4 条 （許可 の 申請）  前条の許可 を受けよ うとす

　る者 は，次 の 事項 を記載し た 申請書を通商産業大臣

　 に 提 出 し なければな らな い ．

1．氏名又 は名称及び住所並びに 法人に あ っ て は そ

の 代表 者の 氏名及び住所

2 ．店舗の 所在地及び床面積

  前項 の 申請書に は ， 店舗の 図面， 店舗に おける営

業の 種 類を記載 した書類そ の 他通商産業省令で 定め

る書類を添附 しなければな らな い ．

第 5 条 （許可 の 基準等 ）   通 商産業大臣は，第 3

条 の 許可 の 申請が あ っ た 場合に お い て ， そ の 百貨

店業の 事業活動が 中小商業の事業活動 に影響を及ぼ

し ， 中小商業者 の 利益 を著 し く害す るお それ が ある

と認め る ときは ， 同条の 許可をし て は ならない ．

  通商産 業大 臣は，第 3 条 の 規定に よる処 分を し

よ うとする ときは ， 百貨店審議会の意見をきか なけ

ればな らな い．

  百貨店審議会は ， 前項 の 場合に お い て ， そ の 意

見を定め ようとす る ときは，そ の 百貨店 業を営む た

め の 店舗の 所在地 が そ の 地区内にある 商 工会議所 の

意見並び に 通商産業省令で 定 めると こ ろに より申出

を した 利害関係 の あ る 事業者又 は そ の 団体及び参考

人 の 意 見をきかなければな らな い ，

第 6 条 ： 百貨店業 を営む者 は，店舗 の 新 設，増床等

す る場合は通産 大臣 の 許可 を うける．

第 7 条 ：百貨店業者に つ い て の 相続，合併 の ときは ，

相続入 また は合併後存続する法人な どに つ い て は百

貨店業者の 地位 を承継する．

第 8 条 ：開店時刻お よび休業 日 ：百貨店 業者は毎 H ，

政令で 定め る時刻以降は そ の店舗に お い て顧客に 対

して 営業をし て ならな い ．ただ しそ の 政令で 定 め る

時刻前か ら引き続 き店舗内に い る顧客に対 して は こ

の 限 りで な い ，

2 ．百 貨店 業者 は毎月 ， 政 令 で 定める 日数 はそ の 店

舗 に お い て 顧客に 対し て 営業 を して は な らな い ．

第 9 条 ：勧告 ：  通 産大 臣は百貨店業 の 出張販売，

顧客 の 送迎 そ の 他 の 営業 に 関す る行為がそ の 百貨 店

の 事業活動 を通 じて 中小商業 の 事業活動 の 影響 を及

ぼす おそ れがあ る場合に お い て ， 中小商業の 維持 育

成 を図 り，商業 の 健 全な発達 に 寄与す るた め特 に必

要が あると認め る ときは ， その百貨店業者に 対 しそ

の 行為 を し な い よ うに 勧告す る こ とが で きる．

  通産 大 臣 は ， 前項の 規 定 に よる勧告をし た とき

は，そ の 旨を公 表 し なければな らな い ．

第 10 条 ： 許可 の 取消等

第 3 章百貨庸審議会

　 第 1 ユ条設置，第 12 条 権限，第 13 条組織，第
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14 条任期，第 15 条勤務，第 16 条省令へ の 委任

第 4 章雑則 ：第 17 条報告の 徴収 ， 第 18 条聴聞，

第 19 条異議の 申し立て

第 5章 は罰則
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